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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第68期

第１四半期連結累計(会計)期間
第67期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 141,769 575,484

経常利益 (百万円) 11,943 27,056

四半期(当期)純利益 (百万円) 6,989 15,770

純資産額 (百万円) 460,130 456,077

総資産額 (百万円) 669,464 677,000

１株当たり純資産額 (円) 197,717.21 195,967.51

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 3,035.01 6,847.60

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 68.0 66.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,349 25,383

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 8,728 △ 41,488

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 3,992 △ 9,367

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 80,877 80,171

従業員数 (名) 5,321 4,469

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第67期は希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、第68期第１四半期連結累計(会計)期間は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　なお、その他事業セグメントにおける連結子会社の異動については、３「関係会社の状況」に記載してお

ります。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下の通りです。

当社は平成20年５月15日付で持分法適用関連会社であった㈱サンケイリビング新聞社の全株式を取得し

たため、当第１四半期連結会計期間から同社を連結子会社としました。

これに伴い、同社の子会社である㈱リビングプロシードを持分法非適用関連会社から連結子会社としま

した。

名称 住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

(連結子会社)

㈱サンケイリビング
新聞社

東京都
千代田区

200
リビング新聞の
発行、付帯事業

100.0
広告出稿 

役員の兼任　 ４名

㈱リビングプロシード
東京都
千代田区

100
新聞、雑誌その
他印刷物等の配
布

100.0
(90.0)

―

(注)　「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有であります。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名)
5,321
(1,753)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　従業員数が当四半期連結会計期間において852名増加しておりますが、主としてその他事業において㈱サンケ

イリビング新聞社と㈱リビングプロシードが新たに連結子会社となったことによります。当第１四半期連結

会計期間末における両社の従業員数の合計は691名であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,460

(注)　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

放送事業 93,698

放送関連事業 12,020

通信販売事業 15,605

映像音楽事業 17,499

その他事業 19,929

消去又は全社 (16,982)

合計 141,769

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

㈱電通 36,862 26.0

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 21,216 15.0

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

認定放送持株会社体制への移行に伴う会社分割

当社は平成20年５月15日の取締役会において、認定放送持株会社体制に移行すべく、当社が営む放送事

業等の主要事業を分割する会社分割を平成20年10月１日付で行うことを決議し、平成20年６月27日の定

時株主総会にて承認されました。

当社は、主務大臣による認定等の法令上必要となる手続きを経て、認定放送持株会社に移行することと

なりますが、商号につきましては、本件分割の効力発生を条件として平成20年10月１日付にて「株式会社

フジ・メディア・ホールディングス」（英文表記 FUJI MEDIA HOLDINGS, INC.）に変更し、当社は引き

続き上場会社となる予定です。また、本件分割により新たに設立する会社は商号を「株式会社フジテレビ

ジョン」とする予定です。

　

１．新設分割の目的

放送を始めとするメディア産業を取り巻く環境は、デジタル化に伴う技術革新、規制緩和、法制度の改

正等により大きな変革期を迎えている中、当社は今後、メディア間でのアライアンス、再編等の動きも急

速に進展していくと認識しております。

　当社は、主業のテレビ放送事業については、開局以来これまで系列局との強力なネットワーク体制の下、

放送業界トップの地位を確立し、また、放送周辺の事業についても他社に先んじて積極的な展開に取り組

み、グループの事業領域の拡大に努めてまいりました。

　しかし、これからの更なる環境変化に対応し、当社グループの企業価値を向上させていくためには、放送

事業を核としつつ、放送以外の周辺事業領域へもグループ経営資源の更なる選択と集中を推し進め、外部

との資本・業務提携や事業再編を積極的に行っていく必要があります。

　国内外から高く評価される我が国を代表する「メディア・コングロマリット」を目指すという長期的

なグループ経営ビジョンを達成するためには経営の意思決定の迅速性と、事業執行の機動性がこれまで

以上に要請されてくること、併せて適正なグループガバナンスの実行が必要であり、それらを実現するた

めの経営の組織形態としては認定放送持株会社体制が最適であると判断するに至りました。

　当社は、今回の認定放送持株会社体制への移行を、メディアグループとしての「第二の創業期」として

捉え、認定放送持株会社を核とした新たなグループ経営体制構築のスタート台に立ったという認識の下、

長期的なグループ経営ビジョンを目指して「グループ経営の強化」、「事業環境に応じた資源再配分の

適正化」、「事業再編への積極的取組み」に注力、グループ全体の企業価値向上に向けて一層努力をして

参ります。

　

２．新設分割の方法、新設分割会社となる会社に割り当てられる新設分割設立会社となる会社の株式の数

(1)　新設分割の方法

①分割方式

当社を新設分割会社とし、新設分割設立会社に当社のグループ経営管理事業を除く一切の事業を

承継させる分社型新設分割方式といたします。

②当該分割方式を採用した理由

持株会社体制への迅速かつ効率的な移行のため、分社型新設分割方式といたしました。 

(2)　新設分割会社となる会社に割り当てられる新設分割設立会社となる会社の株式の数

新設分割設立会社は、新設分割に際して普通株式2,000株を発行し、その全てを当社へ割当交付いた

します。
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３．新設分割に係る割当ての内容の算定根拠

当社単独での新設分割であり、新設分割設立会社の株式は全て当社に割り当てられ、この他に新設分割

設立会社が割当て又は交付する対価は存在しないため、第三者機関による算定は実施しておりません。割

当て株式数につきましては、新設分割設立会社の資本金等の額を考慮して決定いたしました。

　

４．新設分割設立会社に承継させる資産・負債の状況

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円）

流動資産 127,293流動負債 65,379

固定資産 111,478固定負債 20,985

純資産 152,406

資産合計 238,771負債純資産合計 238,771

(注)　平成20年３月期実績を基礎に算出した数値であります。

　

５．新設分割設立会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金及び事業の内容

(1)　商号　　株式会社フジテレビジョン

(2)　本店の所在地　　東京都港区台場二丁目４番８号

(3)　代表者の氏名　　代表取締役社長　豊田　皓

(4)　資本金　　8,800百万円

(5)　事業の内容　　テレビ放送事業等
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　経営成績の分析

当社グループの当第１四半期連結会計期間における経営成績は以下の通りであります。

当第１四半期のわが国の経済は、政府の月例報告によると、景気回復は足踏み状態にあるが、このとこ

ろ一部に弱い動きがみられるとし、企業収益は減少、設備投資及び個人消費についてはおおむね横ばいと

しています。 

　広告市況においては、サブプライム問題の余波や、原材料費の高騰による製商品価格値上げ等の影響に

より景気先行き不透明感が強まる中、全般的に広告出稿量が減少いたしました。 

　こうした中、当社グループの当第１四半期連結会計期間の売上高は1,417億69百万円となり、営業利益は

95億30百万円、経常利益は119億43百万円、四半期純利益は69億89百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績の状況は以下の通りであります。

(単位：百万円)
当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

売上高 営業利益又は営業損失(△)

放送事業 93,698 8,572

放送関連事業 12,020 691

通信販売事業 15,605 337

映像音楽事業 17,499 374

その他事業 19,929 △ 230

消去又は全社 (16,982) (216)

合  計 141,769 9,530

　

（放送事業）

テレビ放送部門の放送収入は、ネットタイムは、「北京オリンピックバレーボール世界最終予選」の

放送があったこと等で順調に推移しましたが、スポットセールスは厳しい広告市況を反映して苦戦し

ました。放送以外でも、イベント事業、映画事業、ビデオ事業等が前年の反動で減収になったことで、テ

レビ放送部門全体の売上高は889億15百万円となりました。また、営業費用は、放送事業原価で減価償却

費等の増加がありましたが、番組制作費がそれらを上回って減少し、その他事業原価も減収に伴い減少

したことで804億77百万円となりました。 

　ラジオ放送部門も、放送収入やイベント収入が振るわず売上高は47億90百万円となりました。 

　その結果、放送事業全体の売上高は936億98百万円、営業利益は85億72百万円となりました。
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放送事業の売上高内訳

(単位：百万円)
当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

テレビ放送部門

放送事業収入 78,725

　　放送収入 70,702

　　　ネットタイム 33,177

　　　ローカルタイム 5,125

　　　スポット 32,400

　　その他放送事業収入 8,023

その他事業収入 10,190

      小　計 88,915

ラジオ放送部門 4,790

セグメント内消去 (7)

　　　合　計 93,698

　

（放送関連事業）

放送関連事業は、放送番組の制作、美術、技術などを担当する子会社で構成されております。各子会社

は依然として厳しい受注環境の中、売上拡大に努め、売上高は120億20百万円、営業利益は６億91百万円

となりました。

　

（通信販売事業）

通信販売事業は、㈱ディノスの業績であります。カタログ通販は増収となりましたが、テレビショッ

ピングと不採算催事の取り止めにより規模を縮小した催事事業が伸び悩み、売上高は156億５百万円と

なりました。また、営業損益は原価率の改善と通販経費・一般管理費の削減に努めたことにより３億37

百万円の利益計上となりました。

　

（映像音楽事業）

㈱ポニーキャニオンの業績は、オーディオ部門ではaiko、羞恥心のセールスが好調に推移し、DVD販売

部門では「DRAGON BALL GT」、韓流ドラマ「朱蒙(チュモン)」、フジテレビドラマ「医龍Ⅱ」等がヒッ

トしました。㈱フジパシフィック音楽出版も著作権部門、原盤部門ともに好調で、映像音楽事業全体の

売上高は174億99百万円、営業利益は３億74百万円となりました。

　

（その他事業）

その他事業は、新たに㈱サンケイリビング新聞社、㈱リビングプロシードが連結子会社に加わりまし

た。また、昨年10月統合の㈱クオラスの売上も加味され、売上高は199億29百万円となりました。㈱扶桑

社は、雑誌では広告収入の伸び悩みを販売でカバーし、書籍では番組から派生した「ヘキサンゴンドリ

ルⅠ・Ⅱ」等のヒットがありましたが、営業費用を回収するには至らず、営業損失を計上いたしまし

た。また、㈱クオラスも広告市況の低迷の影響等により営業損失を計上いたしました。その結果、営業損

益は２億30百万円の損失となりました。

　

持分法適用会社では、新たに加わった３社(㈱ニッポンプランニングセンター、㈱ポニーキャニオン

ミュージック、日本映画衛星放送㈱)の利益がプラス要因となるとともに、開局８年目の㈱ビーエスフジ

もＢＳデジタル放送の視聴可能件数が６月末で3,941万件に達したことを背景に順調に推移いたしまし

た。また、㈱メモリーテックは前年同期比で赤字幅を大幅に圧縮いたしました。これらにより持分法によ
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る投資利益は７億87百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は6,694億64百万円となり、前期末比75億36百万円（1.1％）の

減少となりました。 

　流動資産は2,495億88百万円で、前期末比39億89百万円（1.6％）の減少となりました。これは主に、有価

証券が85億63百万円増加したことや、当期より流動資産のその他にリース投資資産を64億59百万円計上

した一方で、現金及び預金が76億49百万円、受取手形及び売掛金が69億61百万円減少したこと等によるも

のであります。

　固定資産は4,198億76百万円で、前期末比35億46百万円（0.8％）の減少となりました。これは主に、改正

後の「リース取引に関する会計基準」の適用により、前期末に有形固定資産のその他に含めて計上して

いたリース資産46億９百万円を流動資産のリース投資資産に計上したこと等によります。

　負債は2,093億33百万円で、前期末比115億89百万円（5.2％）の減少となりました。これは主に、支払手

形及び買掛金が98億27百万円減少したこと等によります。

　純資産は、剰余金の配当により41億45百万円減少した一方で、四半期純利益を69億89百万円計上し、連結

子会社及び持分法適用会社の増加により利益剰余金が11億11百万円増加した結果、四半期末残高は4,601

億30百万円で前期末比40億53百万円（0.9％）の増加となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、143億49百万円の収入となりました。これは、税金等調整前四半

期純利益を119億57百万円計上し、売上債権の増減額が101億83百万円の収入となった一方で、仕入債務の

増減額が98億27百万円の支出となり、法人税等を24億85百万円支払ったこと等によります。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは87億28百万円の支出となりました。これは、有形固定資産の取得

による支出が36億46百万円、㈱サンケイリビング新聞社の完全子会社化に係る連結の範囲の変更を伴う

子会社株式の取得による支出が34億51百万円あったこと等によります。 

　財務活動によるキャッシュ・フローは39億92百万円の支出となりました。これは配当金の支払額が34億

72百万円あったこと等によります。 

　また、現金及び現金同等物に係る換算差額は18億36百万円の支出となりました。この結果、現金及び現金

同等物の四半期末残高は808億77百万円で、前期末に比べ７億５百万円（0.9％）の増加となりました。 

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は91百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(1)　提出会社

当第１四半期連結会計期間に以下の設備を譲渡いたしました。

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

土地

(面積千ｍ
2
)

 
薬王寺中継車庫

(東京都新宿区)
放送事業 中継車用車庫設備

103
(0)

―

　

(2)　国内及び在外子会社

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画中であった薬王寺中継車庫の売却は、平成20年５月に土地の一部について完

了いたしました。

なお、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,364,298 2,364,298
東京証券取引所
市場第一部

―

計 2,364,298 2,364,298― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ─ 2,364,298 ─ 146,200 ─ 173,664

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

　

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   　61,202

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　2,303,096 2,303,096 ─

発行済株式総数 2,364,298 ― ―

総株主の議決権 ― 2,303,096 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が164,310株（議決権164,310　　

個）含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
㈱フジテレビジョン

港区台場２丁目４番８号 61,202 ─ 61,202 2.59

計 ― 61,202 ─ 61,202 2.59

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 170,000178,000183,000

最低(円) 146,000156,000156,000

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内

閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期

連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期

レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査

法人から名称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 56,978 64,627

受取手形及び売掛金 111,198 118,160

有価証券 29,456 20,893

たな卸資産 ※１
 19,764

※１
 21,743

その他 32,550 28,497

貸倒引当金 △360 △344

流動資産合計 249,588 253,577

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 113,113 114,378

その他（純額） 59,865 66,767

有形固定資産合計 ※２
 172,978

※２
 181,146

無形固定資産

のれん 10,041 7,385

その他 40,558 40,543

無形固定資産合計 50,599 47,929

投資その他の資産

投資有価証券 175,950 173,152

その他 22,140 23,095

貸倒引当金 △1,792 △1,900

投資その他の資産合計 196,297 194,347

固定資産合計 419,876 423,423

資産合計 669,464 677,000

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 44,389 54,216

短期借入金 5,405 5,303

返品調整引当金 820 972

役員賞与引当金 74 309

その他 52,000 54,622

流動負債合計 102,690 115,425

固定負債

社債 49,987 49,987

長期借入金 4,164 4,454

退職給付引当金 32,540 32,239

役員退職慰労引当金 2,054 3,172

負ののれん 10,054 10,154

その他 7,841 5,490

固定負債合計 106,643 105,497

負債合計 209,333 220,922

純資産の部

株主資本

資本金 146,200 146,200

資本剰余金 173,664 173,664

利益剰余金 150,278 146,322

自己株式 △15,505 △15,505

株主資本合計 454,638 450,682

評価・換算差額等
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その他有価証券評価差額金 3,490 1,416

土地再評価差額金 △463 △463

為替換算調整勘定 △2,303 △302

評価・換算差額等合計 723 649

少数株主持分 4,769 4,745

純資産合計 460,130 456,077

負債純資産合計 669,464 677,000
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(2)【四半期連結損益計算書】
  【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

売上高 141,769

売上原価 91,681

売上総利益 50,088

販売費及び一般管理費 ※１
 40,558

営業利益 9,530

営業外収益

受取配当金 1,542

持分法による投資利益 787

その他 715

営業外収益合計 3,045

営業外費用

支払利息 226

賃貸費用 243

その他 162

営業外費用合計 631

経常利益 11,943

特別利益

固定資産売却益 126

貸倒引当金戻入額 48

その他 15

特別利益合計 189

特別損失

固定資産除却損 79

投資有価証券評価損 64

その他 31

特別損失合計 175

税金等調整前四半期純利益 11,957

法人税、住民税及び事業税 3,715

法人税等調整額 1,200

法人税等合計 4,915

少数株主利益 52

四半期純利益 6,989
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 11,957

減価償却費 5,662

受取利息及び受取配当金 △1,690

支払利息 226

持分法による投資損益（△は益） △787

売上債権の増減額（△は増加） 10,183

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,032

仕入債務の増減額（△は減少） △9,827

その他 △2,882

小計 14,874

利息及び配当金の受取額 1,977

利息の支払額 △17

法人税等の支払額 △2,485

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,349

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,646

無形固定資産の取得による支出 △1,499

投資有価証券の取得による支出 △206

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△3,451

その他 74

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,728

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △155

長期借入金の返済による支出 △333

配当金の支払額 △3,472

少数株主への配当金の支払額 △31

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,992

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,836

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △208

現金及び現金同等物の期首残高 80,171

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 913

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 80,877
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲の変更

当社は平成20年５月15日付で持分法適用関連会社であった㈱サンケイリビング新聞社の全株式を取得したため、

当第１四半期連結会計期間から同社を連結子会社としました。

これに伴い、同社の子会社である㈱リビングプロシードを持分法非適用関連会社から連結子会社としました。

２　持分法適用の範囲の変更

(1)　非連結子会社

㈱ニッポンプランニングセンターと㈱ポニーキャニオンミュージックは重要性が増したため、当第１四半期連

結会計期間から持分法適用の範囲に含めております。

(2)　関連会社

日本映画衛星放送㈱は重要性が増したため、当第１四半期連結会計期間から持分法適用の範囲に含めておりま

す。

３　会計方針の変更

(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準を原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変

更しております。これによる影響額は軽微であります。

(2)　リース取引に関する会計基準等の適用（借手側)

当第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最

終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。 

　また、リース資産の減価償却方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によってお

ります。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

　これによる影響額は軽微であります。

(3)　リース取引に関する会計基準等の適用（貸手側)

当第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最

終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース投資資産として計上しております。 

　また、ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上

する方法によっております。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、期首に前連結会

計年度末における固定資産の減価償却累計額控除後の額で契約したものとして、リース投資資産に計上する方法

によっております。 

　この結果、流動資産にリース投資資産が6,459百万円計上されておりますが、損益に与える影響額は軽微でありま

す。
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【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

国内連結子会社は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更し

ております。なお、この変更が損益に与える影響額は軽微であります。

 

（役員退職慰労金の打ち切り支給）

当社では、平成20年６月27日に開催された定時株主総会において、総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃

止するとともに、取締役及び監査役全員に対し、それぞれの就任時から当該定時株主総会終結の時までの在任期間に

対応する退職慰労金を打ち切り支給することが承認されました。

　これに伴い、当第１四半期連結会計期間において役員退職慰労引当金の残高を全額取崩し、打ち切り支給額の未払

分については、固定負債の「その他」に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 

※１　たな卸資産の内訳

番組勘定及びその他の製作品 11,808百万円

製品及び商品 5,676

仕掛品 1,755

その他 524

合計 19,764百万円

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額　　122,300百万円
 
　３　偶発債務
　　　保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入、従業
員の金融機関からの借入等に対して次の通り保証を
行っております。

従業員住宅貸付分 1,636百万円

㈱放送衛星システム 829

合計 2,466百万円

 
㈱放送衛星システムの銀行借入に対する保証のう
ち、828百万円については㈱ビーエスフジとの連帯保証
であります。

 

※１　たな卸資産の内訳

番組勘定及びその他の製作品 14,021百万円

製品及び商品 6,021

仕掛品 1,210

その他 490

合計 21,743百万円

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額 　　127,987百万円
 
　３　偶発債務
　　　保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入、従業
員の金融機関からの借入等に対して次の通り保証を
行っております。

従業員住宅貸付分 1,716百万円

㈱放送衛星システム   877

合計 2,593百万円

 
㈱放送衛星システムの銀行借入に対する保証のう
ち、875百万円については㈱ビーエスフジとの連帯保証
であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内容

代理店手数料 14,231百万円

宣伝広告費 4,697

人件費 9,475

役員賞与引当金繰入額 74

役員退職慰労引当金繰入額 144

のれん償却額 587

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 56,978百万円

有価証券 29,456

　　　計 86,434

流動資産のその他に含まれる
短期貸付金（現先）

2,075

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 4,435

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △ 3,197

現金及び現金同等物 80,877百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,364,298

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 61,202

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,145 1,800平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
放送
事業
(百万円)

放送関連
事業
(百万円)

通信販売
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

88,3124,89515,55317,01415,993141,769 ― 141,769

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5,3867,124 52 484 3,93516,982(16,982)―

計 93,69812,02015,60517,49919,929158,752(16,982)141,769

　営業利益
又は営業損失(△)

8,572 691 337 374 △ 230 9,746 (216)9,530

(注)　１　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分に属する主な役務・商製品

事業区分 役務・商製品の内容等

放送事業 テレビ放送事業、ラジオ放送事業

放送関連事業 放送番組の企画制作・技術・中継等

通信販売事業 通信販売

映像音楽事業 オーディオ・ビデオソフト等の製造販売、音楽著作権管理等

その他事業 出版、広告、人材派遣、動産リース、ソフトウェア開発、新聞発行等

３　連結子会社の増加によりその他事業における資産が前連結会計年度末に比べ、8,220百万円増加しておりま

す。その概要は次の通りです。

(単位：百万円)
当第１四半期
連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

増減

その他事業の資産 41,616 33,395 8,220

　うち新規連結子会社分

　　㈱リビング新聞社 6,015 ― 6,015

　　㈱リビングプロシード 1,722 ― 1,722

計 7,738 ― 7,738

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

197,717.21円 195,967.51円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りです。

項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額　　　(百万円) 460,130 456,077

普通株式に係る純資産額  (百万円) 455,361 451,331

差額の主な内訳　　　　  (百万円)
　少数株主持分

 
4,769

 
4,745

普通株式の発行済株式数　　　(株) 2,364,298 2,364,298

普通株式の自己株式数　　  　(株) 61,202 61,202

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数　　　　　　(株)

2,303,096 2,303,096

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 3,035.01円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益　(百万円) 6,989

普通株式に係る四半期純利益　　　　　　(百万円) 6,989

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　(株) 2,303,096

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社フジテレビジョン(E04462)

四半期報告書

24/27



２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月13日

株式会社フジテレビジョン

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　田　　恒　　敏　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　　　　一　　浩　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社フジテレビジョンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計

期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジテレビジョン及び連結子会社の

平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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